
「海洋環境をはじめとする自然環境の保全につき講ずべき措置」 
の検討について 

 

１．背景 

○海洋保護区について、以下の状況を踏まえ、沖合域における海洋保護区の

設定を進める必要があるため、自然環境保全法による海洋保護区の設定を

基礎として、今後の具体的な検討を進めていく必要がある。 

・沖合域に存在する豊かで特有の生態系（海山、熱水噴出域、湧水域、海溝

等）に対し、人為活動が及ぼす直接的な影響を軽減又は回避する有効な手

段を講じる必要があるが、沖合域の生物多様性の保全に関しては、具体的

な施策は一部（関係省庁による資源管理の取組や種レベルでの保護等）を

除き講じられておらず、沖合域の海洋保護区の設定も十分とは言えない。 

・沖合域における資源利用等については、同海域における生物多様性の保全

の重要性を十分認識した上で、適切な資源管理と環境配慮を行っていく

ことが重要である。 

 

○平成 22 年４月に施行された自然環境保全法の一部を改正する法律（平成 21

年法律第 47 号）附則に基づき生態系維持回復事業の創設等について検討す

るため、自然環境保全地域等のシカ食害等の被害状況を整理したところ、現

時点で生態系維持回復事業の導入の必要性は確認されていない。 

 

○平成 22 年４月に施行された自然環境保全法の一部を改正する法律（平成 21

年法律第 47 号）附則に基づき、海洋環境の保全に関する自然環境保全法の

規定について検討が必要。 

 

２．検討の進め方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「沖合域における海洋保護区の設定に向けた検討会」は、中央環境審議会及び自
然環境部会の一部の委員に加え、関係する分野の専門家により構成。 

参考資料 (５月 28 日第 35 回中央環境審議会  

自然環境部会の資料２－２を一部改変したもの ) 

 

H30.5.28 自然環境部会（諮問） 

 

H30.6～8「沖合域における海洋

保護区の設定に向け

た検討会」※ 

H30.秋 自然環境部会 

海洋に関する検討会の結果と陸域に関する環境省の整理・検討結

果を併せて報告し、答申（案）を議論 

H30.6～9 陸域について環境省に 

よる個別ヒアリング等 

H30.冬 自然環境部会 答申 
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